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土 木 交 通 部  道 路 整 備 課

大津港駐車場の事業許可変更および道路公社の定款変更について 

１ 事業許可変更と定款変更の概要について 

● 大津港駐車場は大津港利用客の利便性確保と浜大津周辺の駐車場不

足に対応することを目的に計画され、有料道路事業として道路公社が

建設し、平成９年に供用を開始した。 

● 11 月定例会議の常任委員会で報告したとおり、今般、道路公社の管

理期限を３年前倒しし、令和６年度から港湾施設の有料駐車場として

県が管理を行う。道路公社の管理期限の変更にあたり、事業許可や公

社定款の変更を国へ申請するため県議会の議決が必要であり、２月定

例会議に議案として提出する。 

２ 事業許可変更等に必要な手続き 

（１）事業許可変更について 

・ 「料金徴収期間」の変更にかかる国の許可 

（道路整備特別措置法第１０条第４項） 

（旧） （新） 

平成９年４月１日から 

令和９年３月 31日まで 

平成９年４月１日から 

令和６年３月 31日まで 

（２）公社定款変更について 

・ 「道路の整備に関する基本計画」の変更にかかる国の認可 

（地方道路公社法第５条第２項）

路線名 管理の区間

一般国道４７７号

滋賀県道 守山栗東線

滋賀県栗東市林から

滋賀県大津市真野普門町まで

滋賀県道 大津草津線

（大津港駐車場）

滋賀県大津市浜大津五丁目地内



道路整備特別措置法 

（地方道路公社の行う一般国道等の新設又は改築） 

第 10条  

４ 地方道路公社は、第一項の許可を受けた後、第二項第一号、第二号、第五号又は第六号に掲げる事項を変更しようとするとき

は、国土交通大臣の許可を受けなければならない。 

（道路管理者の同意等）  

第 16条 地方道路公社は、～～～～～ 許可（同条第四項の許可を含む。以下同じ。）を受けようとするときは、あらかじめ、当

該許可又は認可に係る道路の道路管理者（国土交通大臣である道路管理者を除く。）の同意を得なければならない。  

２ 道路管理者は、前項の同意をしようとするとき～～～～～は、あらかじめ、道路管理者である地方公共団体の議会の議決を経

なければならない。

地方道路公社法 

（定款） 

第５条  

２ 定款の変更は、国土交通大臣(地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百五十二条の十九第一項の市(以下「指定市」と

いう。)以外の第八条の市が設立した道路公社にあつては都道府県知事とし、以下「国土交通大臣等」という。)の認可を受けな

ければ、その効力を生じない。 

３ 設立団体たる地方公共団体の変更又は道路の整備に関する基本計画の変更に係る定款の変更についての前項の認可の申請は、

設立団体(新たに設立団体となる地方公共団体を含む。以下この項、次項及び第六項において同じ。)が道路公社と協議して定め

るところに基づき、道路公社と設立団体が共同して行なうものとする。 

６ 設立団体は、第三項の規定により第二項の認可の申請をしようとするとき、又は前項の同意をしようとする場合において当該

定款の変更が業務の範囲の変更若しくは基本財産の額の増加に係るものであるときは、あらかじめ、議会の議決を経なければな

らない。

３ 今後のスケジュール 

■ 令和５年３月～４月 

  ・ 事業許可変更等の国への申請、許可等 

■ 令和５年４月～令和６年３月 

   ・ 道路公社による駐車場の修繕工事 

・ 大津港駐車場を公共港湾施設へ指定 

・ 指定管理者の募集 

・ 滋賀県公共港湾施設の設置および管理に関する条例の変更 

・ 道路区域変更 等 

（参考）

〇道路整備特別措置法 

・ 道路整備特別措置法第 10 条第４項の規定に基づき、滋賀県道路公社は、事

業計画の変更のため、国に変更許可を申請する。 

・ この申請に当たっては、あらかじめ同法第 16 条第１項の規定に基づき県の

同意が必要。 

・ この同意に当たっては、同条第２項の規定に基づき県議会の議決が必要。 

〇地方道路公社法 

・ 地方道路公社法第５条第３項の規定に基づき、滋賀県道路公社と設立団体

（滋賀県）は、基本計画の変更に係る定款の変更のため、国に認可を申請する。 

・ この申請に当たっては、あらかじめ同条第６項の規定に基づき県議会の議決

が必要。 




